
自治体名：品川区
(単位:千円)

事業概要
　　　　①目的・効果
　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　③積算根拠（対象数、単価等）
　　　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

1
省エネルギー対策・業務改
善設備更新助成金

地域産業振興課

①燃料費の高騰を受け、省エネルギーが見込める設備更新費用を助成
することで、中小企業の事業活動を支援する。
②省エネルギー対策・業務改善設備更新助成金事業に係る経費
③助成金67万円×400件
　 委託料（窓口業務委託）13,105千円
   役務費（郵送代）88千円
　 うち71,082千円に交付金を充当
④区内中小企業

281,193   71,082    R8.5 R9.3 助成件数400件 ホームページ・広報

281,193 71,082計

令和８年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧（実施計画）

№ 交付対象事業 所管課 総事業費
 臨時交付金
交付対象経費

 事業始期 事業終期 成果目標 実施状況の公表等



 

 

 

■実施状況                                                  ＜令和８年８月時点＞ 
 令和７年度補正予算 令和８年度補正予算 

交付限度額 18 億 2277 万円   7108 万円   

うち令和７年度 交付決定額 18 億 2277 万円（100%） ―円（―%） 

うち令和８年度 交付決定額 0 円（0%） 7108 万円（100%） 

残額 0 円（0%） 0 円（0%） 
 
■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆しながわ生活応援事業  事業費：24 億 8,200 万 4 千円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者などへの支援を行うため、全区民に対し 5,000 円相当のバニラ VISA ギフトカードを配布。 

◆共通商品券普及促進事業（プレミアム付区内共通商品券発行助成）(R7 補正を活用）  事業費：5億 52 万 3千円  ※食料品特別加算を活用 

 エネルギー価格や食料品価格等の物価高騰により区民生活が圧迫されている状況を踏まえ、区内の地域経済の再生に向けて、プレミアム率 25％を付与し

た商品券事業を実施。 

◆私立幼稚園物価高騰対策支援金  事業費：708 万 5 千円 (R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 食料品価格等の物価高騰の影響を受けている私立保育所に対し支援金を支給することで利用者から高騰分の徴収せずに安定的な施設運営が出来るよう

支援を行う。 

◆公設民営保育園物価高騰対策支援金  事業費：361 万 6 千円(R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 食料品価格等の物価高騰の影響を受けている公設民営保育園に対し支援金を支給することで、利用者から高騰分の徴収せずに安定的な施設運営が出来る

よう支援を行う。 
 

事業者支援 

◆省エネルギー対策・業務改善設備更新助成金  事業費：2億 8,119 万 3 千円(R8 補正を活用）   

 区内中小企業の製造作業やサービス提供を行う際に使用する既存設備を、省エネルギー化もしくは業務改善（省力化・省人化）が図れる設備へ更新する

際に要する経費の一部を助成（助成上限額 80 万円（助成率：対象経費の 5 分の 4））。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

 

令和７年度補正予算・令和８年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について 

東京都品川区 


